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１．はじめに 

本報告書は、平成１８年１１月３０日、経済産業省原子力安全・保安院から「発電設備

に係る点検について」（平成１８・１１・３０原院第１号）の指示を受け、データ改ざん、

必要な手続き不備その他の同様な問題の有無について、水力、火力、原子力発電設備に対

して点検した結果を取りまとめたものである。 

 

点検に当たっては、社長を委員長として設置した「発電設備点検委員会」で統一した点

検方法により実施した。 

 

今回の点検では、すべての不適切な事象を洗い出し、過去の不正を清算するという気構

えで、記録等に基づく点検と、それを相互補完する観点からの網羅的な聴き取り調査を実

施した。記録等に基づく点検は、各発電設備に係る記録を約２，３００人・日の人員を投

じ、聴き取り調査では、約５，０００人にのぼる発電部門に所属する社員へのアンケート、

約３００人の第一線職場の役職者、工事請負会社社員への面談調査を実施し、調査対象期

間を限定することなく、少しでも思い当たるところがあれば申し出るという、多岐に亘っ

た点検を実施した。 

 

発電設備に係る点検結果を取りまとめた本報告書は、平成１９年３月２９日の発電設備

点検委員会において、点検結果の妥当性などの確認を経て報告するものである。 

なお、水力発電設備については、平成１８年１２月２０日、平成１９年１月２４日に原

子力安全・保安院に、点検結果ならびに再発防止対策を報告しており、本報告書にはその

結果を再掲する。 
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２．点検目的および点検の進め方 

経済産業省原子力安全・保安院からの「発電設備に係る点検について」（平成１８・１１・

３０原院第１号）に基づき、当社の水力、火力、原子力発電設備に対し、データ改ざん、

必要な手続きの不備その他の同様な問題がないかを点検し、過去の不正を清算し、かつ再

発防止の徹底に努めることにより、社会からの信頼を回復するとともに、第一線職場から

本店まで全社員が自信と誇りを持って業務遂行できるようにすることを目的とした。 

  点検に際しては、点検作業の透明性、第三者的な視点からの助言、点検の考え方の部門

間統一を図るため、以下の事項を基本方針として定めた。 

 

（トップマネジメント） 

・社長の指揮のもと、本店組織が中心となった体制で点検を行う。 

・委員会で決定した「発電設備に係る点検基本計画書」に則って点検を実施する。 

 

（透明性、客観性、信頼性の確保） 

・社内第三者的な立場から、経営監査室が点検活動を確認する。 

・社外の方の評価を反映するため、点検結果については、社外の有識者が委員として参加

する経営監査委員会に報告し、適宜、助言を得る。 

 

３．点検体制 

点検体制を定めるにあたっては、社長のトップマネジメントのもとに各部門を挙げた体

制で点検を行うこととし、平成１８年１２月１３日に発電設備に係る点検体制（図３－１

参照）を構築した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 点検体制 

 

 

報告

調査・評価部会

部会長 ：吉本副社長
副部会長：篠丸常務、神野常務、宮本常務
部会員 ：保田室長、豊松室長、長尾室長、川邊室長、岩根室長

発電設備点検委員会

委員長 ：森社長
副委員長：吉本副社長、森本副社長、青木副社長、齊藤副社長
委員 ：篠丸常務、神野常務、岩田常務、吉田常務

藤井常務、宮本常務、八木常務

火力発電ＷＧ
（火力事業本部・火力センター）

主査 ： 岩谷副事業本部長
副主査 ： 白井火力ｾﾝﾀｰ所長

原子力発電ＷＧ
（原子力事業本部）

主査 ： 高杉副事業本部長
副主査 ： 藤谷副事業本部長

水力発電ＷＧ
（電力流通事業本部、土木建築室）

主査 ： 橋本室長
副主査 ： 青嶋副事業本部長

経営監査委員会

委員長：齊藤副社長
副委員長：青木副社長
社内委員：篠丸常務、吉田常務、宮本常務、

保田室長、香川室長、田村室長、加藤室長
社外委員：根來委員、岩崎委員、佐藤委員

点検方法の審議・決定
点検結果及び原因の審議・決定
再発防止対策の審議・決定

点検方法の検
討・評価点検
結果及び原因
の検討・評価

点検のプロセスや結果等について
社外第三者の立場も含めて評価

活動計画・結果について報告

必要に応じて助言

再発防止部会

部会長 ：齊藤副社長
副部会長：岩田常務、藤井常務、八木常務
部会員 ：藤谷副事業本部長、橋本室長、岩谷副事業本部長、

青嶋副事業本部長、高杉副事業本部長、
白井火力センター所長

再発防止
対策の検
討・評価

連携

指示・報告

指示・報告指示・報告

聴き取り調査ＷＧ
（経営監査室主体）

主査 ： 長尾室長
副主査 ： 保田室長

指示・報告

経営監査室
活動を確認 活動を確認

活動を確認

聴き取り方法
の検討・評価
聴き取り結果
の検討・評価



3 

（１）発電設備点検委員会 

社長を委員長とする「発電設備点検委員会」（以下、委員会という。）を設置し、全発

電設備に対して統一的な点検計画を審議・決定するとともに、点検結果に対する審議・

評価を行い、かつ、再発防止対策に対する審議・評価も行うこととした。 

また、委員会は社外委員が入った「経営監査委員会」に活動計画・結果を報告し、適

宜、助言を得るものとした。 

（２）部会 

ａ．調査・評価部会 

委員会の下に、点検を実施する発電設備の所管部門以外の社内第三者的な立場から、

各部門横断的な視点で、手続きの不備、データ改ざんに関する調査ならびに分析・評

価を行った上で原因究明を行う「調査・評価部会」（部会長：吉本副社長）を設置し

た。 

ｂ．再発防止部会 

水力発電設備、火力発電設備、原子力発電設備を所管する部門（以下、関係各部門

という。）で構成する「再発防止部会」（部会長：齊藤副社長）を設置し、再発防止対

策の検討を行うこととした。 
 

委員会および各部会の開催実績を表３－２に示す。 
 

表３－２ 委員会・部会の開催実績 

年 月 日 発電設備点検委員会 調査・評価部会 再発防止部会 

Ｈ１９．１．１１ － 第１回 － 

Ｈ１９．１．１７ 第１回 － 第１回 

Ｈ１９．２．１３ 第２回 第２回 第２回 

Ｈ１９．２．１５ － 第３回 － 

Ｈ１９．２．１９ 第３回 － － 

Ｈ１９．３． ６ － 第４回 － 

Ｈ１９．３． ９ － － 第３回 

Ｈ１９．３．２６  第５回 第４回 

Ｈ１９．３．２９ 第４回   

※経営監査委員会については、Ｈ１９．３．９に開催（社外委員には、上記の開催に加え適宜、活動計画、

結果を個別に報告し、助言を得た。） 

 

（３）ワーキンググループ 

各部会の下に関係各部門は、委員会・部会で審議された点検基本計画書に沿った点検

計画書を作成し、それに基づき点検を行う水力発電ワーキンググループ、火力発電ワー

キンググループ、原子力発電ワーキンググループ（主査：副事業本部長または室長）を

設置した。 

なお、各ワーキンググループの活動状況については、社内第三者である経営監査室が

確認を行うこととした。 

また、聴き取り調査については、意見が出やすい環境とするため、経営監査室が主体
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となり、総務室（法務）および関係各部門の関係者で構成した聴き取り調査ワーキング

グループ（主査：室長）を設置した。聴き取り調査ワーキンググループは、委員会・部

会で審議された点検基本計画書に沿った聴き取り実施計画書を作成し、それに基づき聴

き取り調査を行った。 

 

４．点検内容 

（１）点検方法 

「必要な手続きの不備」、「データ改ざん（計器関係）」、「データ改ざん（記録関係）」

の点検を実施した。 

検査や主要な報告等に使用する計器および記録等については、現状の記録等を直接確

認することで点検を行った。 

対象、期間を限定した上記点検との相互補完を行うため、対象や期間を限定しない関

係者からの聴き取りも合わせて実施し、網羅的な点検を行った。 

なお、今回の点検には、過去に経験した不適切な事象に対する、点検結果および再発

防止対策事項を活用することとした。点検方法を表４－１に示す。 

 

表４－１ 点検方法※１  

対 象 点検項目 点検範囲 点検期間 点検方法 

電事法 

・工事計画 認可・届出 

・燃料体検査申請 

・使用前安全管理審査申請 

・溶接安全管理審査申請 

・定期安全管理審査申請 

・定期事業者検査時期変更申請 

・公害防止等に関する届出 

手続き不備 

炉規法 
・核燃料物質の使用の許可、

変更届出申請 

文書保有期間 

（最長１０年間となる） 

計器 
・計器※２ 

・プロセスコンピューター 
現時点 

電事法 
・検査記録関係 

・定期事業者検査時期変更関係 

炉規法 
・実用炉則報告書 

・炉規則記録 

電事法 

・ 

炉規法 

・ 

協定 

データ

改ざん 
記録 

協 定 ・協定関係報告書 

至近の記録 

記録等で確認 

（上記法等を含む）保安

に係る技術的事項全般 
全ての範囲 現在～過去 

聴き取りで確認 

（面談orアンケート)

※１：河川法に係る点検についても、上記点検方法に準じて実施し、これまで計４度公表していることから、

その結果を「別冊１：水力発電設備に係る点検結果」に示す。 

※２：原子力発電所のうち、高浜３号機、大飯３号機以外のユニットについては、各ユニットの定期検査に合

わせて点検を実施することとしており、平成１９年１２月に点検を完了する予定である。 
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（２）具体的点検内容 

  ａ．記録等による点検 

（ａ）必要な手続きの不備 

工事実施稟議書等の社内文書を確認することにより、電気事業法、原子炉等規

制法、各種協定において届出が必要な事項を抽出し、所定の手続きについて不備

の有無を確認した。 

（ｂ）データ改ざん（計器関係） 

対外的な報告等に使用しているデータを扱う計器および計算機について、計器

の校正記録およびプログラムを点検し、改ざん等の有無を確認した。 

（ｃ）データ改ざん（記録関係） 

法令に基づく検査記録、報告書等に記載しているデータと、改変不可能な元デ

ータを比較し、改ざん等の有無を確認した。 

ｂ．聴き取り調査 

法令等に基づく発電設備の保安に係る技術的事項全般を対象に、不適切な事象をア

ンケート（平成１９年１月３１日現在で、各発電部門に所属する技術系社員を対象）

と面談（水力、火力、原子力部門の第一線職場の役職者を対象。また、一部の協力会

社の役職者（当社ＯＢを含む）も対象）により抽出し、その結果について、記録等に

より事実関係を確認した。聴き取り調査方法を表４－２に示す。 

アンケート調査や面談調査の実施にあたっては、できるだけ数多くの有効な情報を

収集するため、次の事項に留意した。 

（ａ）調査対象者への配慮 

調査に先立ち、調査対象者に対して、ＣＳＲを果たして行く姿勢、真価が問わ

れる現状において、今までは慣例的に行われていたことも、正すべきことは全て

洗い出すという調査趣旨等を十分説明し、理解を求めた。 

アンケートおよび面談において、必要な手続きの不備、データ改ざんに思い当

たる事項を述べた調査対象者に対し、「聴き取り調査ワーキンググループ」は、対

応結果を報告することとした。 

（ｂ）秘密保護の視点 

聴き取り調査に答えやすい環境を作り出すため、「聴き取り調査ワーキンググル

ープ」のメンバーおよび調査実施者は、調査対象者の所属、氏名および調査内容

の秘密を保護することについて、調査に必要な情報を限定の上、調査に最低限必

要な者にしか開示しないものとした。また、この開示を受けた者も、開示を受け

た情報を他に漏らしてはならないものとした。 

対応に関与する者を必要最低限に限定し、関与する者に対しても、秘密保持義

務を負わせるものとした。 
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表４－２ 聴き取り調査の方法 

 聴き取り方法 

考え方 
技術系社員全員から、自分が実施また

は確認した不適切な事象を聴き取る。

第一線職場の役職者から、自ら管理す

る組織で確認した不適切な事象を聴き

取る。 

対象者 
現在、原子力・火力・水力部門に所属

する技術系社員 

現在、原子力・火力・水力部門の第一

線職場の役職者 

手  段 アンケート(記名) 面 談    対象者 ２３５名 

実施者 聴き取り調査ワーキンググループ 

社員 

範  囲 発電設備の保安に関する技術的事項全般を対象とした。 

考え方 
当社社員へのアンケートや面談調査を補完するため、協力会社の役職者を対象

に、自ら管理する組織が係わった不適切な事象について調査する。 

対象者 主要協力会社の役職者（当社ＯＢも含む） 

面談                       対象者 ６１名 

手  段 

アンケート（火力部門の溶接施工会社）      対象 １８社 

実施者 聴き取り調査ワーキンググループ 

工事協力 

会社 

範  囲 発電設備の保安に関する技術的事項全般を対象とした。 

具体的聴き取り内容については、業務の実施過程における不適切な事象についても考慮する。 

聴き取りについては以下を考慮する。 

【社員に対する聴き取り】当社が自ら改ざんしたもの、当社から工事請負会社への指示により改ざんしたもの 

【工事請負会社に対する聴き取り】工事請負会社が自ら改ざんしたもの、当社から工事請負会社への指示によ 

り改ざんしたもの 

 

また、今回の点検ではすべての不適切な事象を洗い出すという気構えで、実施したこ

とから、記録等に基づく点検は、約２，３００人・日の人員を投じ、聴き取り調査では、

約５，０００人にのぼる発電部門に所属する社員へのアンケート、約３００人の第一線

職場の役職者、工事請負会社社員への面談調査を実施し、調査対象期間を限定すること

なく、少しでも思い当たるところがあれば申し出るという、多岐に亘った点検を実施し

た。記録等による点検に要した作業量を表４－３に、聴き取り調査を実施した対象者数

を表４－４に示す。 

 

回答者 ４，８６２名 
回答率 ９８％ 



7 

表４－３ 記録等による点検に要した作業量 

 水力発電設備 火力発電設備 原子力発電設備 

手続き関係 １２６人・日 ２８５人・日 ４３９人・日 

計器関係 ６０人・日 ２７７人・日 ４０１人・日 

記録関係 ３６３人・日 １４５人・日 ２３７人・日 

合計 ５４９人・日 ７０７人・日 １，０７７人・日 

 

 

表４－４ 聴き取り調査した対象者数 

 水力発電設備 火力発電設備 原子力発電設備 

アンケート調査 １，８１３人 １，５８６人 １，４６３人 

面談調査 １６２人 ７４人 ６０人 

 

 

（３）不適切な事象の判断基準 

記録等による点検から、手続き不備、データ改ざん等不適切な事象の疑いを発見した

場合には、経営監査室の確認の元、各発電ワーキンググループにてＯＢを含む関係者へ

の追加の聴き取り調査および関連資料の調査を行い、不適切な事象か否かの判断を実施

した。 

また、アンケートおよび面談調査により不適切な事象の疑いがある情報が得られた場

合も、聴き取り調査ワーキンググループにてＯＢを含む関係者への追加の聴き取り調査

や関連資料の調査を行い、事実の有無の確認、不適切な事象か否かの確認を実施した。 

いずれの場合も評価･調査部会にて審議し、発電設備点検委員会にて承認した。 

 

（４）不適切な事象の評価区分 

発電設備の保安に係る技術的事項全般に関するデータ改ざん、必要な手続き不備その

他同様な問題の有無等について記録等による点検、聴き取りによる調査を実施した結果、

事実として確認された不適切な事象について、法令などへの抵触の有無、設備健全性へ

の影響などを踏まえ、以下の区分にて評価した。 
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表４－５ 不適切な事象の評価区分 

※：軽微とは、例えば、法令などに基づく制限値内ではあるものの、不適切な行為が実施されていたような 

場合、協定には抵触しないものの運用改善が望ましいような場合をいう。 

 

 

 

評価区分 評価区分の考え方 

Ａ 
法令、かつ保安規定に抵触するものであり、かつ設備の健全性が損なわれているもの 

（法定検査の成立性に問題があるものを含む） 

Ｂ 法令、保安規定、地元との協定のいずれかに抵触するもので、かつ設備の補修を伴うもの 

法令、保安規定、地元との協定のいずれかに抵触するもの 

Ｃ 
法令、保安規定、地元との協定への影響は軽微※だが、広範囲にわたり行われていたもの、

または継続的に行われていたもの 

Ｄ 法令、保安規定、地元との協定への影響が軽微※なもの 

Ｅ 法令、保安規定、地元との協定のいずれにも抵触しないものの社内規則に抵触するもの 
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５．点検結果および評価 

（１）点検結果 

事実として確認した不適切な事象を、表４－５の評価区分に基づき評価した結果は表

５－１のとおりである。 
 

表５－１ 不適切な事象（件数） 

火力発電設備 
評価区分 水力発電設備 

不適切が認めら

れた事象 

不適切があった

と推察した事象
合計 

原子力発電設備 

Ａ 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 

Ｂ 該当なし ３件 該当なし ３件 １件※２ 

Ｃ ２５件※１ １０件 ８件 １８件 該当なし 

Ｄ 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし ３件（うち１件※３） 

Ｅ 該当なし 該当なし ６件 ６件 ４件 

合計 ２５件 １３件 １４件 ２７件 ８件 

 

※１～※３：これらは、過去に公表している事象であるが、今回の発電設備の点検指示の内容に含まれることから、過去報告分に 

ついても再掲している。 

 

これらの不適切な事象の一覧を表５－３～５に示すとともに、事象の概要、原因なら

びに個別再発防止対策を添付資料－１～３に示す。 
 

また、不適切な事象を事案、発電所等に分類した評価結果を表５－２に示す。 
 

表５－２ 不適切な事象（事案、発電所等の分類） 

評価区分 水力発電設備 火力発電設備 原子力発電設備 

Ａ 該当なし 該当なし 該当なし 

Ｂ 該当なし 

１事案 

１発電所 

   １ユニット※１ 

１事案 

１発電所 

 １ユニット※１ 

Ｃ 

２事案 

４発電所 

２０ダム 

７事案 

６発電所 

  １６ユニット※１ 

該当なし 

Ｄ 該当なし 該当なし 

３事案 

１発電所 

 ３ユニット※１ 

Ｅ 該当なし 

４事案 

６発電所 

－ 

４事案 

３発電所 

  １１ユニット※１ 

合計 

  ２事案 ※２ 

４発電所 

２０ダム 

１２事案 

９発電所 

 １６ユニット※１ 

８事案 

３発電所 

  １１ユニット※１ 
 

※１：ユニット数は、ユニット共通設備およびユニットの特定が出来なかったものは含まない。 

※２：河川法に係る点検の結果判明した不適切な事象を含めると、４事案、１４６発電所、２５ダムとなる。
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表５－３ 水力発電設備の不適切な事象一覧  

発電 

設備 
番号

評価

区分
時期 法令等 発電所名 事象の内容 

S63 電事法 読書 柿其えん堤洪水吐ゲート取替工事の事前届出漏れ     １件 

H10 電事法 黒部川第四 ３号発電機固定子巻線他取替工事の工事計画認可申請漏れ １件 

H15 電事法 黒部川第二 ３号発電機固定子巻線他取替工事の事前届出漏れ       １件 

S55 電事法 黒部川第二 水圧鉄管弁取替工事の工事計画認可申請漏れ           １件 

① Ｃ 

不明 電事法 愛本 
音谷（支水路）えん堤の本体および取水口の改築 

工事変更の工事計画認可申請漏れ（不明）             １件 

５件 

 

１事案 

４発電所 

水力 

② Ｃ 
S5 

（最古） 

電気関係 

報告規則 

【ダム名（発電所名）】 

 

和知（和知）、喜撰山（喜撰山）、 

殿山（殿山）、黒川（奥多々良木）、 

太田（大河内）、三浦（三浦）、 

黒部（黒部川第四）、小屋平（黒部川第二）、 

出し平（音沢、新柳河原）、鳩谷（鳩谷）、 

椿原（椿原・新椿原）、成出（成出・新成出）、

赤尾（赤尾）、小原（小原・新小原）、 

祖山（祖山・新祖山）、利賀（大牧）、 

小牧（小牧）、下小鳥（下小鳥）、 

坂上（坂上）、打保（打保） 

調整池堆砂状況報告における不適切な記録  

２０件 

 

１事案 

２０ダム 

上記事象については、平成１８年１２月２０日に報告済み 
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表５－４ 火力発電設備の不適切な事象一覧 

 

 ●不適切が認められた事象 

発電 

設備 
番号 

評価

区分
時期 法令等 発電所名 事象の内容 件数 

① Ｂ H17 電事法 姫路第二 溶接事業者検査手続き漏れ ３件 

Ｃ H13～H15 電事法 海南 保安日誌記載データの改ざん １件 

② 

Ｃ S56 電事法 姫路第二 保安日誌記載データの改ざん １件 

③ Ｃ H8、S61、S55 消防法 姫路第二 発火、漏油時の未通報 ３件 

④ Ｃ H16 
市条例 

（消防関係） 
姫路第二 火気使用工事における届出漏れ １件 

⑤ Ｃ H14 労安法 堺港 第二種圧力容器の定期自主検査一部未実施 １件 

Ｃ H19 労安法 姫路第二 特定化学設備の定期自主検査一部未実施 １件 

Ｃ H19 労安法 堺港 特定化学設備の定期自主検査一部未実施 １件 

火力 

⑥ 

Ｃ H19 労安法 海南 特定化学設備の定期自主検査一部未実施 １件 
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表５－４ 火力発電設備の不適切な事象一覧 

 

●不適切があったと推察した事象（不適切の事実を裏付ける記録等がなかったもの） 

発電 

設備 
番号 

評価

区分
時期 法令等 発電所名 事象の内容 件数 不適切が裏付けられなかった理由 

(②) Ｃ 
H7前後、 

S56～S60 
電事法 姫路第二 保安日誌記載データの改ざん ２件 

改ざんを裏付ける記録が文書保有期間

(10年)を超過 

⑦ Ｃ S60年代 電事法 
高砂 

（廃止済） 
定期検査記録（ヒートラン記録）の改ざん １件 発電所廃止（H18年）により記録廃棄 

(③) Ｃ H10、H9、不明 消防法 
高砂 

（廃止済） 
発火時の未通報 ３件 発電所廃止（H18年）により記録廃棄 

⑧ Ｃ H7 消防法 
三宝 

（廃止済） 
燃料タンクミキサー振動計設置時の届出漏れ １件 発電所廃止（H15年）により記録廃棄 

(④) Ｃ H9以前 
市条例 

（消防関係） 

尼崎第三 

（廃止済） 
火気使用工事における届出漏れ １件 発電所廃止（H13年）により記録廃棄 

Ｅ S63～H2頃 － 赤穂 所内ボイラー蒸気流量チャートの改ざん １件 文書保有期間（5年）を超過 

Ｅ H6～H8頃 － 
尼崎東 

（廃止済） 
所内ボイラー蒸気流量チャートの改ざん １件 発電所廃止（H13年）により記録廃棄 ⑨ 

Ｅ S50頃 － 堺港 発電機出力チャートの改ざん １件 
記録はあったものの改ざんした痕跡は

見つけられなかった 

⑩ Ｅ H12以前 － 海南 ポンプ・コンプレッサー組立て記録の改ざん １件 改ざんの事実を確認する手段がない 

⑪ Ｅ H16以前 － 南港 繁忙期における一部巡回点検の未実施 １件 
点検未実施の事実を確認する手段がな

い 

火力 

⑫ Ｅ 平成以前 － 姫路第二 少量油膜の不適切な処理 １件 事実を確認する手段がない 

番号中の（ ）は、「不適切が認められた事象」と同種の事象を示す。 
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表５－５ 原子力発電設備の不適切な事象一覧 

発電 

設備 

番

号

評価 

区分 
時期 法令等 発電所名 事象の内容 

① Ｂ H19 電事法 美浜１号機 溶接事業者検査手続き漏れ（余熱除去系統）    １件 

１件 

 

（１事案 １発電所 １ユニット） 

② Ｄ H7 協定 大飯３号機 キャビティ水の移送実績の改ざん         １件  

③ Ｄ H10 協定 大飯３，４号機 復水器海水温度に関する計器の不適切な調整    １件 

④ Ｄ H12 協定 大飯２号機 
充てんポンプ出口弁からの水漏れ事象に関する 

不適切な対応                  １件 

３件 

 

（３事案 １発電所 ３ユニット） 

⑤ Ｅ H7 － 福井原子力事務所（当時） 総合保安管理調査に提示する社内資料の改ざん   １件 

⑥ Ｅ 
H15.10

以前 
－ 

美浜（１～３号機） 

高浜（１～４号機） 

大飯（１～４号機） 

総合負荷性能検査での記録対象計器に関する 

不適切な調整                  １件 

⑦ Ｅ H17 － 原子力事業本部 
保安規定変更認可申請書における誤記の不適切 

な取り扱い                   １件 

原子力 

⑧ Ｅ H19 － 大飯３，４号機 制御用空気圧縮機の切替え操作実績の改ざん    １件 

４件 

 

（４事案 ３発電所 １１ユニット）

※：ユニット数は、ユニット共通設備およびユニットの特定が出来なかったものは含まない。
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（２）不適切な事象の評価 

今回、確認された不適切な事象には、評価区分Ａに該当する、設備の健全性が損なわ

れている事象や、保安規定に抵触する事象はなかった。 

評価区分Ｂに該当する、法令や協定に抵触するもので、設備の補修を伴うものが、火

力で３件、原子力で１件あった。 

評価区分Ｃに該当する、設備の補修は必要ないが、法令や協定に抵触するもの等は、

水力で既に報告済のものが２５件、火力で１８件あった。 

評価区分Ｄに該当する、法令や協定に係る事象であるが、不適切な行為が法令の制限

値内で行われたもの等が、原子力で３件あった。 

 

今回の不適切な事象で、平成１７年３月の美浜３号機事故を受け策定した再発防止

対策以降に発生したものが８件、それらは手続き関係と記録の改ざん関係であった。 

 

    表５－６ 美浜３号機事故以降に発生した不適切な事象一覧 

評価区分 発電設備 発生時期 事象 

Ｂ 原子力 Ｈ１８ 溶接事業者検査手続き漏れ 

Ｂ 火力 Ｈ１７ 溶接事業者検査手続き漏れ  ２件 

Ｃ 火力 Ｈ１９ 特定化学設備の定期自主検査一部未実施  ３件 

Ｅ 原子力 Ｈ１７ 保安規定変更認可申請書における誤記の不適切な取り扱い

Ｅ 原子力 Ｈ１９ 制御用空気圧縮機の切替え操作実績の改ざん 

合 計              ８  件 

 

また、発生時期は平成１７年３月以前であっても、慣例的に行われてきた事象で、平

成１７年３月以降も引き続き継続されてきた不適切な事象が２０件（いずれもダム堆砂

状況報告）あった。 

           

      表５－７ 美浜３号機事故再発防止対策以降も継続されてきた不適切な事象一覧 

評価区分 発電設備 時期 事象 

Ｃ 水力 Ｓ５～Ｈ１７ 調整池堆砂状況報告における不適切な記録２０件 

合 計 ２０  件 
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当社は、平成１１年のＢＮＦＬ製ＭＯＸ燃料問題、同年の西京都変電所事故、平成１

４年の東京電力原子力関係問題、平成１６年の火力事業所定期事業者検査の不適切事項、

そして同年の美浜発電所３号機事故などの再発防止対策の取組みを進めてきた。 

しかし今回の点検で、前述の不適切な事象が確認されたことから、手続き漏れや改ざ

んをチェックする機能が十分でなかったことおよびＣＳＲ、コンプライアンスの根付き

が十分でなかったことが課題として明らかになるとともに、その点を踏まえた現場第一

線職場に対する支援を検討していく必要がある。 

また、他の事業者で発生した事象を鑑みると、事業者間の情報の共有化も必要である。 

今後は、情報の共有化を含めた第一線職場支援、モニタリング活動の充実などの仕組

みの改善ならびに社風の改善活動などの意識の改善を、さらに進めていく必要がある。 

 

６．今後の予定 

今回の点検で確認された不適切な事象については、添付資料１～３に記載のとおり、そ

れぞれの不適切な事象の発生原因を分析し、個別の再発防止対策を策定しており、各所管

箇所がこの再発防止対策を速やかに実施していく。 

あわせて、これら個別の不適切な事象の発生原因から、全社的な課題を抽出し、その課

題を踏まえ、包括的な再発防止対策を早急に策定し報告する所存である。また、今回の点

検で聴き取り調査を行った経営監査室が窓口となり、社員からの申告・相談を受け付けて

不適切な事象を把握する取り組みを継続し、その中で新たな事象が判明すれば都度調査や

再発防止対策の見直しを実施する。 

 

 

今回の点検を大きな教訓として、全社一丸となってＣＳＲ推進活動をさらに進め、「守る

べきことは守り、果たすべき責任は果たす」という組織風土を根付かせ、過去の悪しき慣

習を断ち切って、今後とも社会の皆さまの信頼を賜ることができるようにしてまいりたい

と考えている。 

以  上 

 

 

 

添付資料１：水力発電設備の不適切な事象 

添付資料２：火力発電設備の不適切な事象 

添付資料３：原子力発電設備の不適切な事象 

 

 

 



 

 

添
付
資
料
－
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水力発電設備の不適切な事象 （Ｈ１８．１２．２０、Ｈ１９．１．２４公表済み） 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

S63 電事法 

工事事前届出 

読書 ･柿其えん堤洪水吐ゲート取替工事 
柿其えん堤(高さ 12.5m)の洪水吐ゲートの取替え

を行い､洪水吐の強度の変更を行ったものであるが､

工事計画の事前届出が行われていなかった｡ 

洪水吐ゲートで設備区分されているが､洪水処理

としての運用がされていないため､申請不要との

判断が行われ､必要な届出を行わずに工事を実施

したものであると考えられる｡ 

H10 電事法 

工事認可申請 

黒部川第四
･3 号発電機固定子巻線他取替工事 
発電機(発電所出力 335,000kW)の固定子巻線の取

替を実施し､定格周波数を｢50Hz/60Hz 両用｣から

｢60Hz 専用｣に変更したものであるが､工事計画の許

可申請が行われていなかった｡ 

H15 電事法 

工事事前届出 

黒部川第二 ･3 号発電機固定子巻線他取替工事  
発電機(発電所出力 72,000kW)の固定子巻線の取替

を実施し､定格周波数を｢50Hz/60Hz 両用｣から｢60Hz

専用｣に変更したものであるが､工事計画の事前届出

が行われていなかった｡ 

当時の工事関係者の間で､周波数の変更を伴う発

電機の改造が､電気事業法に係る工事計画の認可

申請が必要であることの認識が不足していたた

め､必要な認可申請を行わずに工事を実施したも

のである｡ 

S55 電事法 

工事認可申請 

黒部川第二 ･水圧鉄管弁取替工事  
水圧管路(圧力 26kg/cm2(4kg/cm2以上の改造))にお

いて､鉄管弁を短管に取替え､水圧管路の強度の変更

を行ったものであるが､工事計画の認可申請が行わ

れていなかった｡ 

既設の管胴本体と許容応力が同等な材質の短管

へ取替えたことにより､板厚および内径の変更が

なく､認可申請が不要な構造計算書の変更を伴わ

ない工事であると判断したものと考えられる｡ 

水① Ｃ 

不明 電事法 

工事認可申請 

愛本 
･音谷(支水路)えん堤本体および取水口の改築工事(不明) 
音谷支水路の取水えん堤に変更(高さ 1.8m から

3.4m)､および取水口に形状変更があることが判明し

た｡ 

改築時期および改築内容について特定するに至

らなかったが､えん堤の高さが変更されているこ

とから､えん堤および取水設備の設置(廃止､新

設)に該当していたものとし､工事計画の認可申

請が行われていないものと判断した｡ 

 

工事所管箇所が電気

事業法に係る工事計

画の届出（認可申請

含む）申請に関して

十分な認識を持って

いなかったこと、お

よび工事所管箇所だ

けで申請の要否を判

断できると考えてい

たため、申請を必要

とするもののみを申

請担当箇所へ報告す

る仕組みとなってい

たことが根本的な原

因であると結論付け

た。 

 

【個別再発防止対策】 

・仕組みの改善 

①全工事件名をリストアップし、工事所管箇所と申請担当箇所とのダブルチェックを実施 

②判断困難な件名は、主務官庁と事前協議を実施 

・周知・教育の実施 

工事所管箇所および申請担当箇所に対して、関係法令手続きの必要性、今回の不適切な事象の内容および社内ルールの見直し内容について周知する。 

（社内ルールの改正時の平成 19 年 3 月末または既存の研修（コンプライアンス研修等）および会議（職場懇談会等）を利用 

１ 
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水力発電設備の不適切な事象 （Ｈ１８．１２．２０、Ｈ１９．１．２４公表済み） 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

水② Ｃ S5 

（最古）

電事法 

定期報告 【貯水池および調整池名（発電所名）】

 

和知（和知） 

喜撰山（喜撰山） 

殿山（殿山） 

黒川（奥多々良木） 

太田（大河内） 

三浦（三浦） 

黒部（黒部川第四） 

小屋平（黒部川第二） 

出し平（音沢、新柳河原） 

鳩谷（鳩谷） 

椿原（椿原・新椿原） 

成出（成出・新成出） 

赤尾（赤尾） 

小原（小原・新小原） 

祖山（祖山・新祖山） 

利賀（大牧） 

小牧（小牧） 

下小鳥（下小鳥） 

坂上（坂上） 

打保（打保） 

 

(調整池堆砂状況報告における不適切な記録) 

 

･測量図面の変更(S5～現在､最古の祖山) 
①主な理由 

当初総貯水容量について､願書申請値と測量値

を合致させるため 

業者変更時に生じた差異を調整するため 

②事象 

従前の測量値に合うよう横断面図を変更 

 

･貯水容量計算時に係数補正を実施 
(S61～現在､但し多くの事例は H10～) 

①主な理由 

H10に堆砂管理システムを導入した際､従前の計

算値と差異が生じたため 

業者変更時に生じた差異を調整するため 

計算のＰＣ化により河川幅に差異が生じたため

②事象 

係数による補正を実施 

 

 

･不適切な記録が最初に実施された原因 

過去の提出データとの継続性維持に固執してしまい､そ

のために記録の修正や補正は必要と考えてしまったこと

が挙げられる｡ 
 

･不適切な記録が継続された原因 

報告業務が恒常的なものであるとの認識から業務の把

握やデータのチェックが十分に実施されず､その不適切

な記録が実施されていること自体を認識していなかった

ことが挙げられる｡ 

次に､不適切な記録が実施されていることは認識してい

たが､過去から実施していることであり改善の必要はな

いと短絡してしまった場合や､具体的な改善方法が分か

らずそのまま放置してしまった場合が挙げられる｡ 
 

･総合的に勘案した根本的な原因 

①認識の問題 

データを修正･補正することがコンプライアンス上問題

であるとの認識が不足していた｡ 

②仕組みの問題 

堆砂報告に関する業務プロセスを明確にすべき本店が､

これら業務プロセスを明確に示しておらず､チェックす

べきポイントが不明確であった｡ 

③コミュニケーションの問題 

不適切な記録が行われていることに気付いても､それを

改善するべく周囲に相談できなかった､あるいは相談す

る場がなく､問題を共有できなかった｡ 

 

【是正処置対策】本年度より記録の修正や補正を実施せずに記録保存することとする。 

【個別再発防止対策】 

○社内ルールの改正 

  ①何らかの要因で過去の提出データとの乖離が生じても、記録の修正や補正を実施しないことを、社内ルールに明記する。 

  ②仕組みの問題の解決を目的に、記録保存に関する業務プロセスの詳細およびチェックすべき点を社内ルールに明記する。 

○コミュニケーションの充実 

コミュニケーションの問題の解決を目的に、問題発生時には速やかな情報伝達が行われ、問題点の早期共有がなされるよう、各事業所間および各職場内の 

コミュニケーションの充実を図る。 １ 
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火力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火①

－ア 

Ｂ H17 電事法 

 

 

姫路第二 ●溶接事業者検査手続き漏れ 

 

姫路第二発電所タンクヤード補助蒸気配管（2件） 

○タンクヤード補助蒸気配管他修繕工事 

（平成 17年 1 月 20 日～2月 28 日） 

○タンクヤード 5・6号払出補助蒸気配管他修繕工事 

（平成 17年 3 月 22 日～4月 25 日） 

 

平成 17年 1月 20日から 2月 28日および平成 17年 3月 22日から 4月 25

日にかけて、タンクヤードに設置された補助蒸気配管（外径 165.2mm、最

高使用圧力 0.98MPa）の敷設箇所変更修繕工事を実施した。 

当該工事を計画（平成 16年 12 月 15 日および平成 17 年 2 月 28 日）する

際に、本来、最高使用圧力が 0.98MPa 以上であれば、電気事業法第５２条

に基づく溶接安全管理審査申請の手続きを経た上で溶接事業者検査を実施

すべきところ、保修課員は、発電所タンクヤード内の補助蒸気系統が通常

0.8MPa 以下で運用されていることから、最高使用圧力が 0.98MPa 未満であ

ると思い込み、図面等の確認を実施することなく、所定の手続きが不要で

あると判断した。また当該工事の承認者である保修課長および技術副所長

も、同様な認識をしており、図面等を確認することなく工事計画を承認し、

本来必要な所定の手続きを行わず当該配管の修繕工事を実施した。 

通常運用圧力の知識から最高

使用圧力が規定の圧力未満であ

ると思い込み、最高使用圧力を適

切に図面で確認することなく、所

定の手続きが不要であると誤っ

た判断をしたものである。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・溶接事業者検査手続きの要否判断に関する手順書の整備 

 各発電所等において、法令等に基づく届出等を確実に実施するために、「法令手続チェックリスト」を作成し、それに基づき届出等を実施することを平成 16 年に

火力センターの社内規則で規定した。 

 しかし、不適切な事象がこれ以降に発生（平成 17 年）したことから、その暫定対策として、溶接事業者検査対象判定のためのチェックシートを作成（平成 19 年 

2 月 27 日）した。今後、上記社内規則に反映し、内容の充実を図ることとする。 

○意識の改善 

・品質保証教育 

平成 16 年から、火力部門全員を対象にＩＳＯや品質マネジメントシステム（ＱＭＳ）に関する研修を実施している。しかしながら、今回適切に図面で確認せず思

い込みで手続が不要との判断をした事象が平成 17 年に発生していたことが認められたため、「必要な工程を踏まなければ、品質は保証できない」旨について、今回

の事例をもとに教育を実施する。 ２ 
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火力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火①

－イ 

Ｂ H17 電事法 

 

姫路第二 ●溶接事業者検査手続き漏れ 

 

平成 17 年 6月 30 日 14 時頃、6号機（定格出力 600MW）の補助蒸気配

管（外径 267.4mm、最高使用圧力 1.47MPa）から微量の蒸気漏洩を確認

したため、修繕工事を実施した。 

当該工事を実施する際、保修課員は今回の工事対象である手動弁より

下流の配管修繕工事を過去に経験しており、その部位の最高使用圧力が

0.94MPa であったと記憶していたこともあって、図面を詳細に確認せ

ず、今回の工事範囲を含む圧力制御弁以降の配管の最高使用圧力が全て

0.94MPa であると思い込み、所定の手続きが不要であると保修課長に報

告した。保修課長はこの報告を受けて、自ら図面等を確認することなく

所定の手続きが不要と判断した。その後、技術副所長および所長に工事

の実施を報告した上で、本来必要な所定の手続きを行わず当日夜間に当

該配管の修繕工事を実施した。 

当該部下流配管の過去の工事経験から

最高使用圧力が規定の圧力未満であると

思い込み、最高使用圧力を適切に図面で

確認することなく、所定の手続きが不要

であると誤った判断をしたものである。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・溶接事業者検査手続きの要否判断に関する手順書の整備 

各発電所等において、法令等に基づく届出等を確実に実施するために、「法令手続チェックリスト」を作成し、それに基づき届出等を実施することを平成 16 年に

火力センターの社内規則で規定した。 

  しかし、不適切な事象がこれ以降に発生（平成 17 年）したことから、その暫定対策として、溶接事業者検査対象判定のためのチェックシートを作成（平成 19 年 

2 月 27 日）した。今後、上記社内規則に反映し、内容の充実を図ることとする。 

○意識の改善 

・品質保証教育 

平成 16 年から、火力部門全員を対象にＩＳＯや品質マネジメントシステム（ＱＭＳ）に関する研修を実施している。しかしながら、今回適切に図面で確認せず思

い込みで手続が不要との判断をした事象が平成 17 年に発生していたことが認められたため、「必要な工程を踏まなければ、品質は保証できない」旨について、今回

の事例をもとに教育を実施する。 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

H13 

～H15 

電事法 

 

 

海南 ●保安日誌記載データの改ざん 

 

「海南発電所 3号機において、平成 13 年から平成 15 年の保安日誌＊1の

発電機出力が定格値を超えた場合に、発電機出力の最大値を定格値に修

正していた」との申告があった。 

申告に基づき、平成 13 年から平成 15 年の保安日誌とその改ざんの有

無を確認できる記録である運転日誌＊２を照合した結果、発電機出力の最

大値を定格値に改ざんしていたことが認められた。こうした改ざんは合

計 18 日分行われており、そのうち 17 日分が 601MW を 600MW とし、1 日

分は 602MW を 600MW としていた。 
＊１ 運転管理に関する発電実績値を所定の様式に出力した帳票 

＊２ 運転状況を自動的に機械出力した帳票 

火② Ｃ 

S56 

 

電事法 

 

姫路第二 ●保安日誌記載データの改ざん 

 

「姫路第二発電所 3号機において、昭和 56 年の保安日誌を、ユニッ

トが停止したにもかかわらず運転していたように修正していた」との申

告があった。 

火力発電所における運転日誌の保有期間は 10 年であり、現状におい

ては当時の運転日誌との照合ができないため、本件については、中央給

電指令所の給電（火力）運転日誌と照合を行った。その結果、昭和 56

年 12 月 19 日 1 時 37 分、定検前の性能試験中にユニットが停止し、約

１時間後の 2時 40 分に運転を再開していたが、その記録を保安日誌に

記載しておらず、運転が継続していたように改ざんしていたことが認め

られた。 

定期検査において保安日誌の国への説

明を円滑に進めたいとの思いから、問題

のない記録で説明したかったことおよび

保安上特に問題なければ、若干の記録の

書き換えは許容されるであろうと安易に

考え、データの改ざんを行ったものであ

る。 

なお、発電機出力の取扱いについては、

電気事業法令質疑応答集（昭和 49 年 4

月）によると、認可出力を超えて運転す

ることは認められないが、事故時等の場

合に短時間かつ、5％未満の出力超過運転

はやむを得ないものとされていた。その

後、平成 7年の電気事業法の改正により、

「出力」は許可対象事項から届出対象事

項として規制されるようになり、「出力」

の上限を規制するものではないとされて

いる。このような背景があったものの、

平成 7 年以降も発電機出力が定格値を超

えてはいけないという思いが継続してい

たものと考えられる。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○意識の改善 

・コンプライアンス教育 

  平成 16 年から、火力部門全員を対象にコンプライアンス事例検討をはじめ、様々な研修を実施しており、平成 16 年以降に発生した意図的な改ざん等は認められ

ていないことから、意識改善対策の効果が出ていると考えられるが、意識を高いレベルに維持するため、今後も継続する。 

 ２ 
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火力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火③ Ｃ H8 

S61 

S55 

消防法 姫路第二 ●発火、漏油時の未通報（3件） 

 

「姫路第二発電所において、下記３件の油の漏洩、発煙等について、

消防に通報しなかった」との申告があった。 

○平成 8年 8月 1日 ２号ボイラーバーナ付近での軽油の漏洩（約45L）

○昭和 61年 5 月 28 日 1 号 6.6kV しゃ断器の赤熱、発煙 

○昭和 55年 7 月 29 日 5 号空気予熱器内部の赤熱 

申告に基づき、発生した事象に関する記録を点検した結果、消防に通

報したという記載のないことが認められた。 

発電所内での消火や漏油の処理で問題

なかったこともあり、当時は消防への迅

速かつ的確な通報が周知徹底されていな

かったことから、消防への通報が不要で

あると判断したものである。 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・消防への通報に関する手順書の整備  

平成 14 年 8月以降「消防への通報の手順」を火力センターが明確化し、周知を行った。 

本明確化以降に発生した不適切な事象は認められなかったため、現状の仕組みでの対応を継続するものとする。 

（参考：今回の不適切な事象は平成 8年以前に発生） 

 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火④ Ｃ H16 市条例 
(消防関係) 

姫路第二 ●火気使用工事における届出漏れ 

 

「姫路第二発電所において、平成 17 年以前に、発電所構内で高圧給

水加熱器の工事の際、市条例で規定されている火気使用工事届出書を提

出しないまま工事を実施した」との申告があった。 

申告に基づき、高圧給水加熱器の工事りん議書と火気使用工事届出書

を照合した結果、危険物施設（製造所、貯蔵所、取扱所）で火気使用工

事を実施する場合に必要となる届出を行わずに工事を実施（平成 16 年

11 月）していたことが認められた。 

当時は届出要否判断のプロセス（手順）

が徹底されていなかったことから、火気

使用工事における届出漏れが発生したも

のである。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・火気使用届出の要否判断に関する手順書の整備  

  各発電所等において、法令等に基づく届出等を確実に実施するために、「法令手続チェックリスト」を作成し、それに基づき届出等を実施することを平成 16 年に

火力センターの社内規則で規定した。 

  姫路第二発電所においてその一部が運用されていなかったことを起因とした不適切な事象が発生（平成 16 年）したが、平成 18 年 3 月に是正されていること、ま

た、他の発電所においては、本規定以降に発生した不適切な事象は認められなかったことから、現状の仕組みでの対応を継続するものとする。 

 

 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火⑤ Ｃ H14 労安法 堺港 ●第二種圧力容器＊１の定期自主検査一部未実施 

 

「堺港発電所において、平成 14 年以前に、労働安全衛生法に基づ

く第二種圧力容器の定期自主検査を実施していなかった」との申告

があった。 

申告に基づき、定期自主検査の実態を点検した結果、労働安全衛

生法（ボイラー及び圧力容器安全規則）で規定されている 1 年に 1

回の第二種圧力容器の定期自主検査（容器の損傷の有無等の外観検

査）が、平成 14 年まで一部の設備（雑用空気系統の圧力容器等）で

実施されていないことが認められた。 

 
＊1 圧力 0.2MPa 以上の気体を保有する圧縮空気タンク等の容器 

社内点検基準が不明確であったことお

よび労働安全衛生法（ボイラー及び圧力

容器安全規則）の理解不足があったこと

により、同法で定められている点検（定

期自主検査）が行われなかったものであ

る。 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・第二種圧力容器の定期自主検査を確実に実施するための仕組みの整備 

各発電所等において、労働安全衛生法で定められた定期自主検査を確実に実施するために、平成 14 年に火力エンジニアリングセンターが点検基準を明確化し、そ

れに基づき、各発電所等は点検基準を整備した。 

堺港発電所においては、点検基準が不明確であったため、平成 14 年以前から一部の設備点検が漏れるという不適切な事象が発生したが、平成 15 年 3 月に是正を

行い平成 16 年 6 月に点検基準を整備したこと、また、他の発電所においては、点検基準を整備した以降に発生した不適切な事象は認められなかったことから、現状

の仕組みでの対応を継続するものとする。 

○意識の改善 

・法令の教育 

  平成 16 年から、火力部門全員を対象に関係各法令の規定内容についての研修を実施している。しかしながら、今回理解不足が抽出された労働安全衛生法について

は、現時点で未実施であるため、来年度優先的に教育を実施するとともに、今後とも関係法令については繰り返し教育を実施していく。 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

姫路第二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●特定化学設備の定期自主検査一部未実施 
 

「姫路第二発電所において、労働安全衛生法に基づく特定化学設

備の定期自主検査を実施していなかった」との申告があった。 

申告に基づき、定期自主検査の記録を点検した結果、労働安全衛

生法（特定化学物質等障害予防規則）に規定されている特定化学物

質（塩酸、硫酸等）を扱う設備について、2年に 1回の定期自主検査

が一部（警報確認試験等）、平成 16 年以降実施されていなかった事

実が認められた。 

また、本事象については、原因究明を行った結果、これまでの再

発防止対策が不十分であったことから、他所への水平展開調査を行

い、以下の 2件の事象が確認された。 

堺港 

 

 

 

 

●特定化学設備の定期自主検査一部未実施 
 

堺港発電所において点検した結果、同様に労働安全衛生法（特定

化学物質等障害予防規則）に基づく特定化学設備の定期自主検査の

一部（排水処理装置の塩酸ポンプの警報確認試験）が実施されてい

ないことを確認した。 

火⑥ Ｃ H19 労安法 

海南 ●特定化学設備の定期自主検査一部未実施 
 

海南発電所において点検した結果、同様に労働安全衛生法（特定

化学物質等障害予防規則）に基づく特定化学設備の定期自主検査の

一部（4号復水処理装置廃液送水ポンプ動作試験）が実施されていな

いことを確認した。 

社内点検基準はあったものの、点検項

目や点検所管箇所を明確にしていなかっ

たことおよび労働安全衛生法（特定化学

物質等障害予防規則）の理解不足により、

定期自主検査の一部が行われなかったも

のである。 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・特定化学設備の定期自主検査を確実に実施するための仕組みの整備 

各発電所等においては、労働安全衛生法に基づき、独自の点検基準を作成し、運用していた。 

しかし、姫路第二発電所、堺港発電所および海南発電所の点検基準においては、点検項目や点検所管箇所が不明確であったため、点検項目が漏れるという不適切

な事象が判明（平成 19 年）したことから、火力センターにおいて、点検基準を明確にした上で、点検項目が漏れなく実施されていることを確認するために、「法令

手続チェックリスト」の運用を定める社内規則に反映し、内容の充実を図ることとする。 

○意識の改善 

・法令の教育 

  平成 16 年から、火力部門全員を対象に関係各法令の規定内容についての研修を実施している。しかしながら、今回理解不足が抽出された労働安全衛生法について

は、現時点で未実施であるため、来年度優先的に教育を実施するとともに、今後とも関係法令については繰り返し教育を実施していく。 

２ 



 

 

25

添
付
資
料
－

 

火力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

H7 前後

 

 

電事法 

 

姫路第二 ●保安日誌記載データの改ざん（不適切があったと推察した事象） 

 

「姫路第二発電所において、平成 7年前後に保安日誌を作成する際、

発電機出力が定格値を超えた場合に、発電機出力の最大値を定格値に修

正していた（例：601MW→600MW）」との申告があった。 

 

(火②) Ｃ 

S56 

～S60

電事法 

 

姫路第二 ●保安日誌記載データの改ざん（不適切があったと推察した事象） 

 

「姫路第二発電所において、昭和 56 年から 60 年頃の保安日誌を作成

する際、発電機出力の最大値を定格値に、また蒸気温度が規定値を超え

た場合に規定値以内に修正していた」との申告があった。 

しかしながら、これらについては運転日誌の保有期間（10 年）以前

の事象であり、廃棄されていることから、事実確認はできなかった。 

保安日誌の国への説明を円滑に進めた

いとの思いから、問題のない記録で説明

したかったことおよび保安上特に問題な

ければ、若干の記録の書き換えは許容さ

れるであろうと安易に考え、データの改

ざんを行ったものと推察される。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○意識の改善 

・コンプライアンス教育 

  平成 16 年から、火力部門全員を対象にコンプライアンス事例検討をはじめ、様々な研修を実施しており、平成 16 年以降に発生した意図的な改ざん等は認められ

ていないことから、意識改善対策の効果が出ていると考えられるが、意識を高いレベルに維持するため、今後も継続する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火⑦ Ｃ S60

年代

電事法 高砂 ●定期検査記録（ヒートラン記録）の改ざん 

（不適切があったと推察した事象） 

 

「高砂発電所（H18.4.20 廃止）において、昭和 60 年代に定期検査

の試運転記録を作成する際、給水ポンプの入口給水温度が社内規則

で定める判定基準を超えたため、基準値内になるよう記録計（チャ

ート）の調整を行い、記録を書き換えていた」との申告があったが、

高砂発電所は既に廃止して記録を廃棄しているため、事実確認はで

きなかった。 

定期検査記録の国への説明を円滑に進

めたいとの思いから、問題のない記録で

説明したかったことおよび判定基準を逸

脱した場合の是正ルールがなかったこと

から、保安上特に問題なければ、若干の

記録の書き換えは許容されるであろうと

安易に考え、記録の改ざんを行ったもの

と推察される。 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・判定基準を逸脱した場合の取扱いの明確化 

平成 16 年 11 月に「判定基準を逸脱した場合の取扱い」を火力センターの社内規則で規定した。 

本規定以降に発生した不適切な事象は認められなかったため、現状の仕組みでの対応を継続するものとする。 

（参考：今回の不適切な事象は昭和 60 年代に発生） 

○意識の改善 

・コンプライアンス教育 

  平成 16 年から、火力部門全員を対象にコンプライアンス事例検討をはじめ、様々な研修を実施しており、平成 16 年以降に発生した意図的な改ざん等は認められ

ていないことから、意識改善対策の効果が出ていると考えられるが、意識を高いレベルに維持するため、今後も継続する。 

 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

(火③) Ｃ H10 

H9 

不明 

消防法 高砂 ●発火時の未通報（不適切があったと推察した事象） 

 

「高砂発電所（H18.4.20 廃止）において、下記の 3 件の事象につい

て消防への通報が必要であったにもかかわらず、通報をしていなかっ

た」との申告があったが、高砂発電所は既に廃止して記録を廃棄してい

るため、事実確認はできなかった。 

○平成 10年 6 月 8日 事務所化学室内の乾燥機の発火 

○平成 9年 7月 28 日 非常用ディーゼル発電機排気管の発火 

○発生時期不明    灰処理装置横のケーブル火災 

発電所内で問題なく消火されたことも

あり、当時は消防への迅速かつ的確な通

報が周知徹底されていなかったことか

ら、消防への通報が不要であると判断し

たものと推察される。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・消防への通報に関する手順書の整備  

平成 14 年 8月以降「消防への通報の手順」を火力センターが明確化し、周知を行った。 

本明確化以降に発生した不適切な事象は認められなかったため、現状の仕組みでの対応を継続するものとする。 

（参考：今回の不適切な事象は平成 10 年以前に発生） 

 

 

 

 

 

 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火⑧ Ｃ H7 消防法 三宝 ●燃料タンクミキサー振動計設置時の届出漏れ 

（不適切があったと推察した事象） 

 

「三宝発電所（H15.3.31 廃止）において、平成 7 年 6 月に重油タ

ンクミキサー振動計設置工事を実施する際、消防法に基づく『危険

物製造所等、軽微な構造、設備等変更届出書』を提出しなかった」

との申告があったが、三宝発電所は既に廃止して記録を廃棄してい

るため、事実確認はできなかった。 

当時は届出要否判断のプロセス（手順）

が不明確であったことから、届出漏れが

発生したものと推察される。 

 

 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・危険物製造所等、軽微な構造、設備等変更届出の要否判断に関する手順書の整備 

各発電所等において、法令等に基づく届出等を確実に実施するために、「法令手続チェックリスト」を作成し、それに基づき届出等を実施することを平成 16 年に

火力センターの社内規則で規定した。 

  本規定以降に発生した不適切な事象は認められなかったため、現状の仕組みでの対応を継続するものとする。 

（参考：今回の不適切な事象は平成 7年に発生） 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

(火④) Ｃ H9 以前 市条例 
(消防関係) 

尼崎第三 ●火気使用工事における届出漏れ（不適切があったと推察した事象） 

 

「尼崎第三発電所（H13.12.15 廃止）において、平成 9年以前にタン

クヤード内で火気を使用して工事を行う際、市条例で規定されている火

気使用工事届出書を提出しないまま工事を実施した」との申告があった

が、尼崎第三発電所は既に廃止して記録を廃棄しているため、事実確認

はできなかった。 

当時は届出要否判断のプロセス（手順）

が不明確であったことから、届出漏れが

発生したものと推察される。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・火気使用届出の要否判断に関する手順書の整備  

  各発電所等において、法令等に基づく届出等を確実に実施するために、「法令手続チェックリスト」を作成し、それに基づき届出等を実施することを平成 16 年に

火力センターの社内規則で規定した。 

  姫路第二発電所においてその一部が運用されていなかったことを起因とした不適切な事象が発生（平成 16 年）したが、平成 18 年 3 月に是正されていること、ま

た、他の発電所においては、本規定以降に発生した不適切な事象は認められなかったことから、現状の仕組みでの対応を継続するものとする。 

 

 

 

 

 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

S63

～H2

頃 

─ 赤穂 ●所内ボイラー蒸気流量チャートの改ざん 

（不適切があったと推察した事象） 

 

「赤穂発電所において、昭和 63 年から平成 2年頃に、所内ボイラ

ーの蒸気流量が定格値（30ｔ/ｈ）をオーバーして 2～3 分程度運転

した際、チャートの超過した部分をインク消しにより消去し、チャ

ートを修正していた」との申告があったが、チャートの保有期間（5

年）以前の事象であることから、記録による事実確認はできなかっ

た。 

当時所内ボイラーの蒸気流量が定格値

を超えてはいけないという意識があり、

保安上特に問題なければ、若干の記録の

書き換えは許容されるであろうと安易に

考え、チャートの改ざんを行ったものと

推察される。 

H6～

H8 頃

─ 尼崎東 ●所内ボイラー蒸気流量チャートの改ざん 

（不適切があったと推察した事象） 

 

「尼崎東発電所（H13.12.15 廃止）において、平成 6年から平成 8

年頃に、所内ボイラーの蒸気流量が定格値（10ｔ/ｈ）を超過した際、

修正ペンを使い、10ｔ/ｈとなるようチャートを修正していた」との

申告があったが、尼崎東発電所は既に廃止して記録を廃棄している

ため、事実確認はできなかった。 

当時所内ボイラーの蒸気流量が定格値

を超えてはいけないという意識があり、

保安上特に問題なければ、若干の記録の

書き換えは許容されるであろうと安易に

考え、チャートの改ざんを行ったものと

推察される。 

火⑨ Ｅ 

S50

頃 

─ 堺港 ●発電機出力チャートの改ざん（不適切があったと推察した事象） 

 

「堺港発電所において、昭和 50 年頃に発電機出力が定格値を超え

た際、チャートを定格値以内に修正していた」との申告があったが、

申告に基づき記録を点検した結果、チャートを改ざんした痕跡は確

認できなかった。 

当時発電機出力が定格値を一瞬たりと

も超えてはいけないという意識があり、

保安上特に問題なければ、若干の記録の

書き換えは許容されるであろうと安易に

考え、チャートの改ざんを行ったものと

推察される。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○意識の改善 

・コンプライアンス教育 

  平成 16 年から、火力部門全員を対象にコンプライアンス事例検討をはじめ、様々な研修を実施しており、平成 16 年以降に発生した意図的な改ざん等は認められ

ていないことから、意識改善対策の効果が出ていると考えられるが、意識を高いレベルに維持するため、今後も継続する。 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火⑩ Ｅ H12

以前

─ 海南 ●ポンプ・コンプレッサー組立て記録の改ざん 

（不適切があったと推察した事象） 

 

「海南発電所において、平成 12 年以前にスチームコンバータ、燃

料受入設備、脱硫排水処理関係ポンプ、制御用・雑用コンプレッサ、

薬品注入ポンプ等のセンタリング記録について、判定基準から

1/100mm 程度外れていた際、点検前の運転状態と自身の経験から問題

ないと判断し、自主検査記録を判定基準内に改ざんしていた」との

申告があったが、センタリング記録について改ざんの事実を確認す

る手段がないため、事実確認はできなかった。 

当時は判定基準を逸脱した場合の是正

ルールがなかったことから、保安上特に

問題なければ、若干の記録の書き換えは

許容されるであろうと安易に考え、記録

の改ざんを行ったものと推察される。 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・判定基準を逸脱した場合の取扱いの明確化 

平成 16 年 11 月に「判定基準を逸脱した場合の取扱い」を火力センターの社内規則で規定した。 

本規定以降に発生した不適切な事象は認められなかったため、現状の仕組みでの対応を継続するものとする。 

（参考：今回の不適切な事象は平成 12 年以前に発生） 

○意識の改善 

・コンプライアンス教育 

  平成 16 年から、火力部門全員を対象にコンプライアンス事例検討をはじめ、様々な研修を実施しており、平成 16 年以降に発生した意図的な改ざん等は認められ

ていないことから、意識改善対策の効果が出ていると考えられるが、意識を高いレベルに維持するため、今後も継続する。 

 ２ 
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火力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火⑪ Ｅ H16

以前

─ 南港 ●繁忙期における一部巡回点検の未実施 

（不適切があったと推察した事象） 

 

「南港発電所において、平成 16 年以前に機器操作等で巡回点検を

行う時間がなかったため、巡回点検が実施できていなかったにもか

かわらず、巡回点検表にチェックを行い、次直へ引き継いだ」との

申告があったが、巡回点検表のチェック結果について、巡回点検の

未実施の事実を確認する手段がないため、事実確認はできなかった。

当時は所定の巡回点検が実施できなか

った場合の取扱いルールが不明確であっ

たことおよび問題ない記録で引き継ぎた

かった(説明したかった)ことから、巡回

点検が実施できていなかったにも関わら

ず、巡回点検表にチェックを行ったもの

と推察される。 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

○仕組みの改善 

・巡回点検が実施できない場合の取扱いの明確化 

  平成 18 年 5 月に「繁忙期等で巡回点検ができない場合の取扱い」を火力センターの社内規則で規定した。 

  本規定以降に発生した不適切な事象は認められなかったため、現状の仕組みでの対応を継続するものとする。 

（参考：今回の不適切な事象は平成 16 年以前に発生） 

○意識の改善 

・コンプライアンス教育 

平成 16 年から、火力部門全員を対象にコンプライアンス事例検討をはじめ、様々な研修を実施しており、平成 16 年以降に発生した意図的な改ざん等は認められ

ていないことから、意識改善対策の効果が出ていると考えられるが、意識を高いレベルに維持するため、今後も継続する。 

 

２ 
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火力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

火⑫ Ｅ 平成

以前

─ 姫路第二 ●少量油膜の不適切な処理（不適切があったと推察した事象） 

 

「姫路第二発電所において、平成以前に燃料タンク水抜き作業の際、

水と同時に時々排出される少量の油膜（10cc 以下）を本来分離槽へ回

収するところ、少量のため特に問題視せずに地中に埋めていた」との申

告があったが、地中へ油膜を埋めたことを確認する手段がないため、事

実確認はできなかった。 

少量のため特に問題視していなか

ったことから、少量油膜の不適切な処

理を行ったものと推察される。 

 

 

 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

○意識の改善 

・コンプライアンス教育 

  平成 16 年から、火力部門全員を対象にコンプライアンス事例検討をはじめ、様々な研修を実施しており、平成 16 年以降に発生した意図的な改ざん等は認められ

ていないことから、意識改善対策の効果が出ていると考えられるが、意識を高いレベルに維持するため、今後も継続する。 

 

 

 

２ 
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原子力発電設備の不適切な事象 （Ｈ１９．２．１６、Ｈ１９．３．１２公表済み） 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

原① Ｂ H19.2 電事法 美浜 1号機 第 22 回定期検査において､大飯 3 号機ﾄﾗﾌﾞﾙ

反映として､余熱除去系統試料採取配管の溶接

形状を変更する工事を行った｡ 

余熱除去系統からの第1弁の下流側配管のソ

ケット溶接部を突合せ溶接に変更するととも

に､施工性を考慮して第 1弁の上流側配管を合

わせて取替えたため､その溶接箇所(2 箇所)が

溶接事業者検査対象となったが､検査が行われ

ていないことが確認された｡ 

 当該箇所は､非常時に安全装置として使用さ

れる設備からみて最も近い弁であることから､

安全系設備に含まれるものとして扱われ､本

来､電気事業法 52 条に基づく溶接安全管理審

査申請の手続きを経たうえで溶接事業者検査

を実施し､溶接構造物としての健全性を確認し

た状態で使用すべき箇所であった｡ 

①教育計画の問題 

 溶接に携わる社員を対象として､溶接事業者検査に関する教

育を計画的に実施していたものの､受講者は定期検査を 3～6

回経験した者から選抜することとしていたため､当該担当者

に､溶接事業者検査要否判断に関する十分な教育を実施して

いなかった｡ 

②書類作成ルールの問題 

 溶接事業者検査の要否について業務決定文書に記載するこ

とが社内ルールで定められているが､要否判断をしたプロセ

スを示すフロー図や主配管との関係を示す系統図を業務決定

文書に添付することになっていなかったため､溶接事業者検

査の要否を確認できる内容になっていなかった｡そのため､審

査者は､当該部が溶接事業者検査対象であるとの認識に至ら

なかった｡ 

③審査方法および業務フォローの問題 

 業務決定文書や工事図面の審査は複数の社員が行っていた

が､各審査者の審査事項･方法が明確になっていなかった｡ま

た､課内上位者が担当者に対して行う業務フォローのポイン

トが明確になっていなかった｡ 
 

【個別再発防止対策】 

①教育計画の問題に対する対策 

 ・既に受講した者も含め、配管、容器等の溶接工事を担当する社員を対象に、溶接事業者検査対象範囲を体系的に修得する教育を実施し、溶接事業者検査に関する

能力向上を図る。 

 ・溶接事業者検査に関する教育について、その実効性を検証し、教育内容や頻度、対象者等の改善について検討していく。 

②書類作成ルールの問題に対する対策 

 ・溶接事業者検査の要否を判断したプロセスが審査者にわかるように、フロー図および溶接事業者検査が必要な設備との関係を示す系統図を業務決定文書に添付す

ることを社内ルール化し、審査が確実に実施できるようにする。また、今回のように担当者の要否判断に誤りが生じやすい部分については、フロー図に補足説明を

追記し、検査の要否判断を確実にできるようにする。 

 ・溶接事業者検査要否を工事計画段階等で確実に識別できるように、あらかじめ各系統図に検査対象範囲を色分けすることを検討していく。また、検査要否の判定

を支援するツールとして解説書等を整備し、これらを教育資料として活用することも検討していく。 

③審査方法および業務フォローの問題に対する対策 

・溶接事業者検査の手続きを確実に実施するために、審査者の役割分担や着目すべきポイントおよび上位者が担当者に対して行う業務フォローのポイント等を明確

にすることを検討していく。 ３ 
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原子力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

原② Ｄ H7.9 協定 大飯 3号機 燃料取出作業中に燃料取替クレーンの下限ストッパーが正

規の位置よりマスト内部に少し出た形で取り付けられていた

ため､マスト内で下限ストッパーと燃料集合体 9 体のグリッ

ド(支持格子)が接触した｡このため､燃料取出し完了後､下限

ストッパーを取り外すため､キャビティ水の水抜きを行い､水

面を 5.59m 下げる操作がなされた｡ 

その際､キャビティ水の移送先である燃料取替用水ピット

水位記録計のペンが浮かされるとともに､ログシート(運転状

態を記録するための計算機の出力)の水位に模擬データが入

力され､水位変動の記録が残されていなかった｡ 

また､当直課長引継簿および運転日誌においては､キャビテ

ィ水の移送操作が記録されていなかった｡ 

荷重変動の発生した 9 体の燃料集合体について､当時の外

観検査時のビデオを確認した結果､一部の燃料集合体に最大

約 9mm のグリッドの位置ずれが認められるものの､いずれの

燃料集合体にも損傷は認められなかった｡ 

いずれの燃料集合体にも損傷は認められなかったため､法

令上の問題はなく､安全協定上の異常事象には該当しないと

考えられるが、安全協定の円滑な運用上､軽微な事象であって

も前広に情報連絡を行うことが適切であったと考えられる｡ 

また､主要な機器の運転操作を記録計や当直課長引継簿・運

転日誌に記録しなかったこと､およびログシートに模擬デー

タを入力していたことは社内規則に抵触していた｡ 
 

当時の関係者に聴き取りを行った結果､明確

に原因を特定することに至らなかったものの､

燃料取替用水ピットの水位変動を運転管理専門

官(当時)に説明することによって､燃料取替ク

レーンの作業についても説明することになるこ

とを避けようとした意識が働いたものと推定さ

れる｡ 

 

  

【個別再発防止対策】 

水移送の記録を残さなかったことは不適切な行為であったため、コンプライアンスの重要性についての再徹底が必要である。至近に発生した「制御用空気圧縮機の

切替え操作実績の改ざん」も同様な事象であるため、各発電所長から課長クラスに対して以下の項目について徹底した。 

・コンプライアンス遵守の重要性を再認識すること 

・問題があることを正していく勇気を持ち、何かあれば不適合管理をしっかり行うこと 

・万一、迷うようなことが発生した場合などは、上司を含めた関係者と相談すること 

また、コンプライアンス遵守の意識が風化しないように、引き続き意識の徹底を図っていく。 

なお、現在では、法令や安全協定等による報告義務のない事象についても前広に国や地方自治体等に情報提供することとしており、保安検査官への説明も日常的に

実施しているため、今後も関係方面への情報提供について徹底していく。 ３ 
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原子力発電設備の不適切な事象 （Ｈ１８．１２．１４ 事象の発生を公表済み）  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

原③ Ｄ H10.1 協定 大飯 3･4 号機 3 号機､4 号機で温排水データにばらつきが認められたため次の不適

切な調整を実施していた｡ 

不適切な調整は､法令上の問題はなかったが､安全協定に基づく｢温排

水調査報告書｣に記載される復水器出入口海水温度､放水口海水温度の

数値に影響があった｡また､通常の校正手順とは異なる計器調整を行っ

たことは社内規則に抵触した行為であった｡ 
 

･大飯発電所 3号機 

①復水器入口海水温度 

2 つの復水器入口の海水温度が他の 4 つの復水器入口海水温度より

も約0.2℃低かったことから､平成10年 1月に当該復水器入口の海水

温度計について､0.2℃高く表示する調整を行っていた｡(平成 10 年校

正済み) 

②取水口海水温度 

復水器入口海水温度の方が取水口海水温度に比べ調整前は約 0.1℃

高かったことおよび①の調整により復水器入口海水温度の平均値が

約0.1℃高くなると考えられたことから､平成10年 1月に取水口の海

水温度計について､0.2℃高く表示する調整を行っていた｡(平成 18 年

校正済み) 

･大飯発電所 4号機 

①復水器入口海水温度 

6つのうち 1つの復水器入口において、取水口海水温度より約 0.2℃

低かったことから､平成10年1月に当該復水器入口の海水温度計につ

いて､0.2℃高く表示する調整を行っていた｡(平成 10 年校正済み) 

②放水口海水温度 

放水口の海水温度が復水器出口の海水温度より約 0.1℃高かったこ

とから､平成10年1月に放水口の海水温度計について､0.1℃低く表示

する調整を行っていた｡(平成 18 年校正済み) 

･物理的に各測定場所の温度の整合性

を図らねばならないという意識が強

く働きすぎたため､計器誤差範囲内

のばらつきではあるものの技術的な

評価に基づき､計器指示値のばらつ

きを補正すべく調整を実施したもの

と推定される｡ 
 

･本調整後もΔTが7℃を越える値が表

示されていることから､ΔT7℃を制

限値と考え､7℃を守る為に実施した

とは考え難い｡ 
 

･技術課の意識として復水器の性能管

理上 0.1℃の誤差は大きく､極力数値

を合わせようとしたものと推定され

る｡ 

 

 

【個別再発防止対策】 

・計器調整を実施する際には、目的と理由を明確にしたうえで、正規の校正手続きに基づき実施する。 

・毎定検終了時に計算機のプログラムと前回定検終了時に採取したバックアッププログラムとを比較し、不適切なプログラム変更が無いことを確認する。 

・上記内容を計算機プログラムの変更管理マニュアルとして定めることを検討する。 

・安全協定上のΔＴの意味する内容を関係者がしっかり理解するよう教育に反映する。 

３ 
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原子力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

原④ Ｄ H12.1 協定 大飯 2号機 平成 12 年 1 月 1 日にＣ－充てんポンプ出口弁のキャノピーシール部から僅か

な漏えいが発生したため､1月 2日に当該ポンプを停止し､キャノピーシール部の

ピンホールの部分溶接補修を実施した｡ 

その後当該ポンプを起動したが､数日後の1月 6日に､再度当該弁のキャノピー

シール部の違う場所から僅かな漏えいが発生し､1月 6日に当該ポンプを停止し､

キャノピーシール部の全周溶接補修を実施した｡ 

漏えい時は､応急的に弁全体をビニール等で覆い､養生をして､ホースにてドレ

ンヘッダに導いており､漏えいも少なく構造上漏えいが急激に増大するような状

況ではなかった｡ 

弁のキャノピーシール部からの僅かな漏えいであり､溶接補修は工事計画や溶

接検査に関する手続きは不要であり､技術基準上も問題なく､炉規則に基づく国

へ報告すべきトラブル事象には該当しないと判断したことから､国や福井県等へ

の連絡はしなかった｡しかしながら､安全協定の円滑な運用上､軽微な事象であっ

ても前広に情報連絡を行うことが適切であったと考えられる｡ 

  

また､ 当直課長引継簿に充てんポンプの切替え作業についての記載はあったが､

当該ポンプの切替理由である漏えいについての記載はなく不適切であった｡当直

課長引継簿に軽微な事象についても丁寧に記載する必要があった｡ 
  

法令上の問題はなく､安

全協定上の異常事象には該

当しないものと考えられる

が､安全協定の円滑な運用

上､前広に情報連絡を行う

という意識が薄かった｡ 

またポンプ切替えの理由

も､軽微な漏えいだったこ

とから､当直課長引継簿に

記載しなかったものと考え

られる｡ 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

現在では、前広に情報連絡しているが、今後とも関係方面への前広な情報提供を徹底する。 

当直課長引継簿には、軽微な事象についても丁寧に記載するように徹底する。 

 

３ 
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 原子力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

原⑤ Ｅ H7 － 若狭支社（当

時） 

平成 6年 2月 7 日に平成 5年度の社内品質調査の結果が、原子力・火力本部長

から福井原子力事務所長宛に通知された。この時に通知された社内品質調査結果

には、是正を必要とする指摘事項はなく、一層の品質保証活動の充実を図るため

の 13 項目の要望事項だけが抽出されていた。この 13 項目の要望事項は、4 項目

の正式な要望事項（対外的に説明するもの）と 9 項目の社内扱いとしてフォロー

する事項（長期的な検討を要するものや他部門への要望など、すみやかな改善に

結びつきにくいものを社内扱いとしてフォローするもの）に分けられていた。 

この通知文書を受けた福井原子力事務所では、平成 6 年 3 月 18 日に、13 項目

の要望事項についての社内対応箇所を福井原子力事務所長決裁の文書「平成 5 年

度社内品質調査結果について」で決定した。この時、4 項目は通商産業省総合保

安管理調査時に提示することとし、その他の 9 項目については社内扱いとするこ

とを明記していた。 

平成 7 年度の通商産業省総合保安管理調査の前に、若狭支社（福井原子力事務

所から改称）原子力品質管理センター内での議論において、「１３項目が記載され

た決定文書を総合保安管理調査時にそのまま提示するのは、調査に提示する 4 項

目と社内扱いの 9項目に分けることが明記されており説明しにくい。」という提案

があり、この提案を受けて、原子力品質管理センター所長は、上記文書の原本ま

で修正すべきと考え、若狭支社長に説明した上で、当該文書の改訂版を過去の日

付に遡って作成した。 

なお、本件に関連する文書「品質保証計画書の徴収方法等に関する運用の改正

について」および「平成 5年度社内品質調査結果に対する取り組み状況について」

についても同様の修正が加えられた。 

 

社内文書を過去の日付に遡って作成したことは社内規則に抵触していた。 

社内品質調査で出された

要望事項を通商産業省総合

保安管理調査提示用と社内

扱い用に区分している社内

文書をそのまま総合保安管

理調査で提示すると、区分

理由について議論となり、

説明に手間がかかることを

懸念したものと推定され

る。 

 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

平成 15 年 10 月の品質マネジメントシステム構築以降、社内規則に基づき、毎年度、原子力事業本部および発電所で内部監査を実施している。この内部監査の記録

については、保安検査等でありのままを提示し、説明している。 

３ 
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原子力発電設備の不適切な事象 

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

原⑥ Ｅ H15.10

以前 

－ 美浜（1～3号機）

高浜（1～4号機）

大飯（1～4号機）

 総合負荷性能検査に先立ち、受検担当課である技術課において、調整運転中のプ

ラントパラメータが安定状態にあることを確認するために、データ採取を行っているが、

高浜発電所において平成 2年から平成 11年まで対象計器のばらつきを調整していた
という証言や、その他の発電所でも同様の証言が得られたため、３発電所とも事実を証

明する書類は残っていなかったが、以下のような不適切な調整を行った蓋然性が高い

と判断した。 
・対象パラメータ：加圧器水位、蒸気発生器水位、主蒸気流量 等 
・調整方法 

チャンネル間で合理的な説明が難しい許容誤差範囲内のばらつきが認められた

場合に計器の表示値を調整した。 
 

平成１４年の東電問題によって不適切な行為に対する意識が高まったことに加え、

平成１５年１０月の定期事業者検査制度導入により事業者の説明責任が明確になった

ことから、同制度導入以降はばらつきを説明することとしている。また、現在では従来の

管理目標値が一点の数値であったものが、幅を持たせたものに変更され、不適切な調

整を実施する必要がなくなった。 
 

許容誤差の範囲内であっても計器の校正をせずに指示計等の表示値のばらつき

等を調整したことは社内規則に抵触していた｡ 

合理的な説明の難しい許

容誤差範囲内の計器の表示

値がチャンネル間でばらつき

があるケースについて、検査

官への説明が長びくことを避

けようとした意識が働いたもの

と推定される。 

 

 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

計器調整を実施する際には、目的と理由を明確にしたうえで、正規の校正手続きに基づき実施する。 

 

３ 
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原子力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

原⑦ Ｅ H17.7 － 原子力事業本部 平成17年7月の組織改正にかかる高浜発電所保安規定の変更認

可申請を 7 月 1 日に行った｡この後､申請書中のＭＯＸ燃料装荷ま

での経過措置を定めた附則に係る別紙-1 第 81 条にて､組織改正後

の業務所管に基づき｢原子燃料課長｣とすべき4箇所が､組織改正前

の｢技術課長｣のまま記載されていることに認可(同年7月20日)前

に気が付いたが､附則で引用している表81-1には誤記がなく､実質

的に業務運営に支障をきたす可能性がないと判断し､補正申請を

行わなかった｡ 

 

このため､別紙-1 の当該誤記を含めた形で当該申請が認可され

たことにより､現在も誤記が存在している｡ 

なお､同申請書にて､技術課長(組織改正後も存続)から原子燃料

課長(新設)へ移管された原子燃料管理業務にかかるその他の条文

では､すべて正しく記載が変更されていた｡ 

 

誤記を発見した時点で､りん議処理等､的確な対応をしなかった

ことは､社内規則に抵触していた｡ 

保安規定変更認可申請前の申請書案作成

段階においては表 81-1 のみを附則に記載

していたが､申請前の国の指導により､当該

条文全体を記載することになった｡この際､

変更前の条文を(担当課長の変更を忘れて)

そのまま記載した｡ 

誤記発見後の措置を関係者が協議した際

に､その他の条文の記載事項から当該部分

が誤記であることは明らかな上､附則では

表 81-1 のみを引用していることが明確で

あるので､補正申請をする必要がないとの

安易な判断をしたため､国と相談すること

なく､誤記が残った状態で認可を受けるこ

ととなったものである｡ 

 

 

 

 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

本件については、誤記の修正を行うための変更認可申請を行った。 

同様の事象が発生した場合には、不適合管理を行い、国に相談しに行くように、ＣＳＲにおける透明性の高い事業活動の重要性を再認識させることで、軽微な誤

記でもより適切に対応できるように再発防止に取り組んでいく。 

３ 
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原子力発電設備の不適切な事象  

番号 
評価

区分 
時期 法令等 発電所名 不適切な事象の概要 原因 

原⑧ Ｅ H19.2 － 大飯 3･4 号機 原子力安全･保安院から大飯 3 号機および 4 号機の制御用空気圧縮機の健全

性について調査を行うよう依頼を受けた｡そこで､平成 19年 2月 6日､当該設備

を所管する担当課長は､プラント制御用空気の必要量に対する設備余裕を把握

する必要があると判断し､発電室長に､空気圧縮機のロード(負荷運転)/アンロ

ード(無負荷運転)時間(吐出容量が十分かどうかの健全性を示す指標)を測定

するため切替えができないか相談した｡その際､関係者を限定した調査をする

方針である旨を伝えた｡ 

発電室長は当直課長に､2 台ある制御用空気圧縮機のうち､運転中のＡ制御用

空気圧縮機のロード/アンロード時間を測定した後､Ｂ制御用空気圧縮機の運

転に切替えて同様に測定し､再度､Ａ制御用空気圧縮機の運転に切替えること

を指示した｡ 

 運転の切替えにあたって､発電室長と当直課長が相談した結果､切替えデータ

が記録に残ると関係者が限定した調査ができなくなると考え､切替え操作期間

中の約50分間､中央制御室の制御盤に設置されている制御用空気圧縮機空気圧

力(制御用空気供給母管圧力)記録計および現地制御用空気乾燥器制御盤に設

置されている制御用空気露点温度(制御用空気乾燥器出口空気露点温度)記録

計のペンを浮かせ､記録計の空白部分に｢時間調整｣と記載することを当直課長

は運転員に指示した｡ 

また､当直課長は､同じ理由により､当直課長引継簿および運転日誌に切替え

操作を記録しなかった｡ 
 

主要な機器の切替え操作を記録計や当直課長引継簿・運転日誌に記録しなか

ったこと、および記録計の空白部分に｢時間調整｣と記載したことは社内規則に

抵触していた｡ 

原子力安全･保安院からの調

査依頼に対し､関係者を限定す

る方針としたが､関係者は記録

を残さないようにすべきと勘

違いし､このような行為は社内

規則に抵触することは十分に

認識していたものの､限られた

関係者のみで軽率に判断して

実施したものである｡ 

 

 

 

 

【個別再発防止対策】 

安全最優先、コンプライアンス遵守の徹底を実施中であるにもかかわらず、機器切替えの記録を残さなかったことは不適切な行為であったため、原子力事業本部長

は全発電所長を集め注意するとともに大飯発電所の関係者を厳重に注意した。また、全社員に対し、ＣＳＲの重要性を再認識させるようメッセージを発信するととも

に、各発電所長から課長クラスに対して以下の項目について徹底した。 

・コンプライアンス遵守の重要性を再認識すること 

・問題があることを正していく勇気を持ち、何かあれば不適合管理をしっかり行うこと 

・万一、迷うようなことが発生した場合などは、上司を含めた関係者と相談すること 

また、コンプライアンス遵守の意識が風化しないように、引き続き意識の徹底を図っていく。 

 

３ 


